
令和７年度さいたま市プレミアム付デジタル商品券発行事業約款 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 さいたま市（以下｢市｣という。）は、国の『地域の実情に応じた物価高騰に対す

る支援（重点支援地方交付金）』の生活者支援分を活用し、食料品等の物価高騰対策と

して、デジタル地域通貨を活用したプレミアム付商品券（以下「商品券」という。）発

行事業を実施する。 

本事業により市民の購買力を高め、家計負担の軽減を図るとともに、地域消費の喚起に

よる地域経済の活性化にもつなげる。また、事業実施に当たっては、「さいたま市みんな

のアプリ」、デジタル地域通貨といった既存スキームを活用することで事務経費の削減や

加盟店の負担を抑え、市民生活支援策の効率的な実施を図る。 

２ 本事業の実施に関しては、この約款に定めるところによる。 

 

（名称） 

第２条 商品券の名称は「さいたま市プレミアムデジタル商品券」とする 

 

（発行団体） 

第３条 商品券を発行する団体は、市とする。 

 

（実施期間） 

第４条 本事業の実施期間は、令和８年１月１３日から令和８年１１月３０日までとする。 

 

（発行総額等） 

第５条 商品券の発行総額は、６０億円とする。 

２ 発行総額のうち、販売総額は４０億円とし、その５０％にあたる２０億円を上乗せ方式

のプレミアム分とする。 

３ 商品券は、デジタル商品券として発行するものとする。 

 

（商品券の内容） 

第６条 商品券の内容は、１セットにつき、７，５００円相当分とする。 

２ 商品券の販売単位は１セットとし、販売額は５，０００円とする。 

３ 商品券は、「さいたま市みんなのアプリ」のデジタル地域通貨機能を利用した、さいコ

イン取扱加盟店（一部、除外店舗あり）で利用できるものとする。 

 

第２章 商品券の販売 

 

（販売対象者） 



 

第７条 商品券の販売対象者は、市内在住者とする。 

 

（購入者の決定） 

第８条 商品券の購入者の決定にあたっては、「さいたま市みんなのアプリ」内の専用フォ

ームにて購入希望申込みを受け、購入決定者へ通知するものとする。 

２ 第７条の販売対象者の資格の確認にあたっては、購入希望の申込時に「さいたま市みん

なのアプリ」によるマイナンバーカード認証により確認することとする。 

３ 購入希望が商品券発行数を上回る場合は、抽選にて決定することとし、当選の発表は「さ

いたま市みんなのアプリ」上の購入画面での表示をもって行うこととする。 

４ 購入数が商品券発行数を下回る場合は、再度購入者の募集を行うこととする。 

 

（購入限度） 

第９条 商品券は、一人につき４セットを限度に購入することができる。 

 

（販売期間） 

第１０条 商品券の販売期間は、令和８年７月３１日までとするが、それ以前においても発

行セット数に達し次第終了とする。 

 

（決済方法） 

第１１条 商品券購入の決済方法は、指定の期日までに、市が指定する方法により支払うも

のとする。 

２ 前項の期日までに支払いが行われない場合、商品券購入の権利は無効とする。 

 

（商品券の交付方法） 

第１２条 商品券の交付は、前条による決済が確認できた購入者へ、「さいたま市みんなの

アプリ」を介して行うものとする。 

 

（商品券の再販売） 

第１３条 第１１条による決済が、指定の期日までに行われず、購入されない商品券が発生

した場合、市において販売方法を決定し、再販売するものとする。 

 

第３章 商品券の利用 

 

（利用できる者） 

第１４条 商品券は、購入者本人（以下「利用者」という。）に限り利用することができる。 

 

（利用期間） 

第１５条 商品券の利用期間は、令和８年４月１７日から令和８年８月３１日までの間とし、

利用期間を経過した商品券は無効とする。ただし、市が新たに期間を定めた場合は、この



 

限りではない。 

 

（利用限度額） 

第１６条 商品券の利用限度額は設けないものとする。 

 

（取扱加盟店） 

第１７条 取扱加盟店は、「さいたま市みんなのアプリ」のデジタル地域通貨機能を利用し

た、さいコイン取扱加盟店（一部、除外店舗あり）とする。 

 

（対象商品等） 

第１８条 商品券は、取扱加盟店が取り扱う商品の購入若しくは借受け又はサービスの提供

について、利用できるものとする。ただし、次に該当するものは対象外とする。 

⑴ 出資や債務の支払い（税金、振込代金、振込手数料、保険料、電気・ガス・水道・ 

電話料金等） 

⑵ 有価証券、金券、商品券（ビール券、清酒券、おこめ券、図書券、店舗が独自発行

する商品券等）、旅行券、乗車券、切手、印紙、プリペイドカードなどの換金性の高

いものの購入や電子マネーへのチャージ 

⑶ 商品、サービス等の引換券などの代金を前払いするもののうち、有効期限が商品券

利用期間を超えるもの 

⑷ 性風俗関連特殊営業、キャバレー、パチンコ店などの風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定する営業に係る支払い 

⑸ たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第２条第１項第３号に規定する製造たばこの

購入 

⑹ 金融機関が提供する投資信託、株式、保険などの金融商品及び現金との換金、金融

機関への預入れ 

⑺ 土地・家屋の購入、家賃・地代・駐車場（一時預りを除く。）などの不動産に係る

支払い 

⑻ 宅配業者による代金引換、コンビニエンスストアでの収納代行等、取扱加盟店以外

の事業者への支払いが実質的に可能となるもの 

⑼ 事業活動に伴って使用する原材料、機器類及び仕入商品等 

⑽ 特定の宗教又は政治団体と関わるものや公序良俗に反するものへの支払い 

⑾ やむを得ない理由により取扱加盟店が取扱いを不可としたもの 

⑿ その他、市が不適当と認めるもの 

 

（利用者の責務） 

第１９条 利用者が購入した商品券を、返品、現金又は他の商品券との交換、譲渡、販売及

び担保に供することは、できないものとする。 

２ 利用者が商品券で購入した商品等については、現金による返金はできないものとする。 

３ 利用者が購入した商品券が、利用端末の盗難、紛失により第三者により利用され滅失し



 

た場合、その責任は利用者が負うものとする。ただし、紛失、滅失が災害等の不可抗力に

よる場合は、この限りではない。 

 

（不正利用の損害） 

第２０条 不正利用により本事業に損失を与えたときは、当該不正利用者より損害金の全部

を申し受けるものとする。 

 

第４章 取扱加盟店 

 

（取扱加盟店の登録資格） 

第２１条 取扱加盟店の登録資格は、株式会社つなぐが包括代理加盟店として関与するさい

コイン加盟店規約第２条に規定する店舗とする。ただし、次の各号に掲げるものを除く。 

⑴ 性風俗関連特殊営業、キャバレー、パチンコ店などの風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定するもの 

⑵ さいたま市暴力団排除条例（平成25年さいたま市条例第86号）第２条第１号に掲げる

暴力団又は第２条第２号に掲げる暴力団員と密接な関係を有すると認められるもの 

⑶ 特定の宗教又は政治団体と関わるもの 

⑷ 公序良俗に反するもの 

⑸ その他、市が不適当と認めるもの 

 

（精算期間） 

第２２条 商品券の精算期間は、市が別に定める期間内とし、精算期間を過ぎた商品券は無

効とする。 

 

（精算方法） 

第２３条  

 取扱加盟店が、商品券を精算するための申請は不要で、決済内容が自動的にシステムに

取り込まれ、事前に設定した精算タームごとに精算されるものとする。 

２ 取扱加盟店舗への入金は、指定された口座へ順次行うものとする。 

 

（精算手数料） 

第２４条 取扱加盟店は、精算に係る手数料等は負担しないものとする。 

 

（取扱加盟店の責務） 

第２５条 取扱加盟店は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴  市が配付するステッカー等を利用者の見やすい場所に掲示すること。 

⑵  購入した商品券での直接換金、商品仕入れ等への利用は行わないこと。 

⑶  市が行う調査へ協力すること。 

⑷  本約款を遵守するとともに、市からの指示に従うこと。 



 

（取扱加盟店資格の喪失等） 

第２６条 本約款に違約する行為が認められた場合は、精算の拒否、取扱加盟店登録の取り

消し、損害金の請求等を行うことがある。 

 

（届け出事項の変更） 

第２７条 取扱加盟店は登録事項に変更があったときは、速やかに市に届け出るものとする。 

 

第５章 雑則 

 

（返還請求等） 

第２８条 利用者が不正等を目的として、次のことを行った場合は、プレミアム相当額の返

還請求をし、又市で審議し決定した処置を取ることができる。 

⑴  商品券を担保に供し、又は質入れをすること。 

⑵  自らの商品仕入等に利用すること。 

⑶  その他商品券発行事業の目的に反する行為に利用すること。 

 

（市の責務） 

第２９条 市は、商品券発行事業に必要な運営管理を行うものとする。 

 

（その他） 

第３０条 商品券発行事業に係る事務局を次のとおり置く。 

⑴   名  称 「さいたま市プレミアムデジタル商品券」事務局（株式会社つなぐ内） 

⑵  所 在 地 〒330-0063 さいたま市浦和区高砂２丁目２−３  

JREさいたま浦和ビル５F 

⑶  電話番号 ０４８-７１１-６８５２ 

２ この約款に定めるもののほか、商品券発行事業の実施に伴い必要な事項は、市が別に定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この約款は、令和８年１月２０日から施行する。 


